
�． はじめに

１． 研究背景

多くの先進国にとって，医療費の増加率を抑制するのは，医療政策の最も重

要な課題の１つである。この方策の一つに，医療機関の保有する病床を削減す

る政策がある。我が国でも最近では，２００６年の医療制度改革関連法案による

療養病床の削減・廃止政策が実施された。厚生労働省の当時の計画によれば，

３７．２万床の療養病床を２０１１年度までに１５万床と半減する予定であった（介

護療養病床については全廃）。しかし，過去の病床削減政策と同様に削減は進

まず，２０１７年度末まで期限を延長しているところである。今後の対策につい

ては２０１６年６月１日に設置された，社会保障審議会の「療養病床の在り方等

に関する特別部会」で，更なる療養病床の削減政策が検討されているところで

ある。

一方で，２０１５年６月には政府の社会保障制度改革推進本部「医療・介護情

報の活用による改革の推進に関する専門調査会」（会長：永井良三自治医科大

学学長）は，第一次報告で，２０２５年において必要な病床数を機能別に示し，

最大で２０万床の病床削減の必要性を指摘している。当該調査会は病床数の推

計と合わせ，都道府県が利害関係者の協議の場（地域医療構想調整会議）で病

床数の調整を行ったり，地域医療介護総合確保基金を活用するなどし，過剰と
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された急性期病床（主に手術を行う病床）の削減や，療養病床（長期間療養を

行う病床）を介護施設などへ転換していくことを打ち出している。

しかし，過去の病床削減政策がなぜ失敗したのかの理由や，そのための対策

を講じなければ，これまでの病床削減政策のように効果が限定されてしまうの

ではないだろうか。

２． 供給者誘発需要「仮説」と病床規制に関する先行研究

標準的な経済理論では，需要は消費者の選好に基づき，与えられた価格から

決定する。このため財・サービスの供給の増加は，直接には需要に影響を与え

ない。しかし，医療サービスの場合には，患者は自分の症状は自覚できるが，

その症状をもたらしている疾患名や治療方法の選択肢を知らず，医師のアドバ

イスを受ける必要がある。つまり，医師と患者の間には「情報の偏り（情報の

非対称性）」があるため，医師が自分の利益を優先して患者へのアドバイスを

ゆがめ，本来は不必要な需要を誘発できる可能性がある。この可能性を理論化

したのが，「供給者誘発需要『仮説』」である。

図１は，規制のない医療サービス市場での医療サービスの供給曲線 (S1) と

需要曲線 (D1) を示している。ある医療圏に新たに医師が参入したとしよう。

この時，医師数が増加すると医療サービスの供給が増加するため，供給曲線は

S2にシフトし，一般的な競争市場であれば均衡点は E1から E2に変化する。

医療サービスの価格弾力性（価格の変化率に対する需要の変化率）が 1よりも

小さいならば，ここでの供給曲線のシフトによる価格低下 (P1→P2) は医師の
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所得を減少させることになる。

しかし，医師が自分の所得の減少分を補填（ほてん）するために，本来は不

必要な需要を誘発して需要曲線を D1から D2にシフトさせると，均衡点は

E2から E3に変わる。この均衡点 E3では，医療サービス量は Q3に増加し，

「ベッドがあればベッドが（患者で）埋まる」のである。また，医療サービス

の価格は P3に上昇し，医師の所得は補填される。公的医療保険制度を整備し

ている政府にとって，誘発された需要部分は無駄な医療費と考えられる。

この供給者誘発需要『仮説』が成立するならば，将来の需要予測に関わらず，

病院は過剰な病床を保持し続けることが可能になる。逆に政府にとって無駄な

医療費を抑制するためには，医療サービスの供給（病床数や医師数）を抑制す

ることが必要になる。そのため，日本では医療法により，各都道府県が「地域

医療計画」で入院医療を受けることを想定した地域分けである「二次医療圏」

を設定し，二次医療圏ごとに人口の変化を勘案して必要病床数を算定すること

を定めている。さらに健康保険法により，二次医療圏の必要病床数を実際の病

床数が上回る場合，新たな病床を事実上認めていない。

医療計画導入の目的については，郡司 (1991) は「包括的な地域医療システ

ム構築」と「病床数の増加抑制」とし，前者については任意的記載事項である

ためその効果測定は困難であること，後者については「駆け込み増床」の影響

を含めて長期的に評価する必要があるとしている。病床規制導入後の効果につ

いては，高木 (1996) が９５年当時の病床規制について以下の３点を指摘してい

る。①病床過不足の動向として「病床不足地域が増床」，「病床過剰地域が減

床」，「必要病床数の算定後に過剰・不足が逆転」の３パターンがほぼ同じ割合

であること。②必要病床数と既存病床数の乖離の約８割は，人口増減などの必

要病床数の変動で説明可能なこと。③既存病床数の増加圧力が削減圧力を上回

っていることなどである。また，泉田 (2003) も，医療施設調査などのデータ

を分析し，①人口当たり病床数が多い地域のひとつの特徴として中小病院数の

比率が高い，②医療計画は病床数の総数をコントロールするためには有効であ

った，③医療計画は無医地区の解消という点では有効でない可能性がある，な

どを指摘している。

また，病床規制実施後の病床数の推移や２次医療圏毎の病床過不足について

は，長谷川 (1998) が詳しく調査を実施している。特に駆け込み増床について

は，病床規制実施後に一般病床が１９９２年までに１８．５万床増加したこと及びこ
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の大半は私的病院の増床であったことを指摘している。同じ泉田 (2003) は，

駆込み増床の時期においては，全体で７．８６％増加した病床のうち，６．６５％分

は民間病院（特に医療法人立病院）であることを指摘している。病床規制の創

設時の「駆け込み増床」に見られるように，病床規制に対する民間病院の反応

は戦略的になる場合が多いので，今後の政策にも，十分に病院経営者の認識を

織り込む必要があろう。

３． 病床削減政策に関する先行研究

政府の病床削減政策は，将来的な需要見通しの表明や病床を介護施設に転換

することに対する経済的誘因の付加により，病床の転換や廃止を促すことを目

的としている。この供給制限政策の効果が限定されている理由はなんであろう

か。様々な論評はされているものの，定量的な分析を行った先行研究は，見当

たらなかった。

４． 本稿の特徴

本稿の特徴は，民間病院の経営者を対象としたアンケート調査により，病床

削減政策に対応する民間病院経営者の意向を把握した点である。これにより，

政府の病床削減政策が効果を挙げられない要因を，単純なクロス集計などを用

いて探っていく。

本稿の構成は以下のとおりである。本節においては研究の背景と目的を述べ

た。続く第二節では，実施したアンケート調査の結果を説明する。第三節では

アンケートの回答内容を元に病床削減政策の効果について論じる。

尚，本論文は，河口 (2007) で発表したアンケート調査結果を，病床削減政

策の観点から再構成したものである。

�． 病床規制への対応に関するアンケート調査結果

１． アンケート調査の概要

（１） アンケート調査の目的と方法

今次アンケートの対象サンプルは，２００４年１２月末時点での全国の民間病院

９，２５３病院から，２段階層化抽出法を用いて都道府県及び病床規模について均

等になるように３，０００病院を無作為抽出した。尚，ここでの民間病院とは医療
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施設調査における開設者として，医療法人，個人，社会保険関係団体，その他

を指している。従って，国立病院，公的医療機関（自治体立病院を含む）はア

ンケート送付対象病院に含まれていない。

アンケート調査票は，２００５年１０月５日に発送し，約３週間後の１０月２４日

を返送締切日とした。返送期限に遅れた回答アンケートも含めると，アンケー

トへの回答総数は４６１件となった。そのうち，未記入などの無効回答を含む

１３件の回答アンケートを除くと，有効な回答アンケート数は４４８件となった。

アンケート送付数に対する返送率は１４．９％と，少し低い結果となった。

この原因は，将来の経営方針に対する仮想的な質問に回答するアンケートで

あったため，回答しにくいためと考えられる。従って，アンケートへの回答を

した対象病院は，無回答の対象病院に比して，規制変化に対する対応をより具

体的に策定している病院というバイアスが係っている可能性がある。但し，病

院の規制対応においては，規制変化への対応が迅速であるリーダーとその動向

を見て同じ行動を取るフォローワーに分かれると考えると，リーダーとなりや

すい病院のサンプルを分析することは，フォローワーも含めた傾向を探ること

が可能であると考える。このため，想定されるサンプルバイアスは深刻なもの

ではないと考えられる。

２． 回答病院の特性

（１） 許可病床数

許可病床数について有効な回答は，４４４施設（全４４８施設中９９．１％）であっ

た。許可病床数の算術平均値は１５０．８３床（中央値は１１２．００床）で，標準偏差

は，１２１．７７床であった。尚，最小値は２０床で，最大値１，１１６床であった。

回答施設の病床規模別の割合を２００４年の医療施設調査と比較したのが表１

である。医療施設調査に比して，「５０床から９９床」及び「１００床から１４９床」

の割合が比較的高く，「５００床以上」の割合が低いが，大きな乖離は見られな

かった。

（２） 現在の収益状況

現在の収益状況について完全な回答は４３３施設（全４４８施設中９６．７％）で

あった。収益状況は，回答率を引き上げるために具体的な数値を聞くのではな

く，「３」を収支トントンとした５つの選択肢とした。具体的には医業利益率が，

病床削減政策はなぜ困難なのか

― ―３０３



①＋５％以上，②＋２％より高く＋５％未満，③－２％以上＋２％以下，④－２

％より低く－５％未満，⑤－５％以下とした。

回答結果は，①＋５％以上が１０５施設で全体の２３．４％，②＋２％より高く

＋５％未満が１６９施設で全体の３７．７％，③－２％以上＋２％以下が１１５施設で

２５．７％，④－２％より低く－５％未満が２３施設で５．１％，⑤－５％以下が２１施

設で４．７％であった。この結果，医業利益率が２％以上の黒字施設は全体の約

６割で，収支トントンと合わせると全体の約９割となった。一方医業利益率

－２％以下の赤字の割合は１０．１％であった。民間病院の黒字割合は調査によ

り異なるが，大きな乖離は認められなかった。

（３） 立地している地域

現在立地している地域について，回答結果は，①政令指定年又は東京２３区

が６９施設で全体の１５．４％，②県庁所在地（政令指定都市除く）が６６施設で

今次施設分布 医療施設調査 2004

２０－４９ ５７ １２．８４％ １，２５５ １３．８３％

５０－９９ １３７ ３０．８６％ ２，３６１ ２６．０１％

１００－１４９ ７１ １５．９９％ １，４６０ １６．０８％

１５０－１９９ ７７ １７．３４％ １，２４４ １３．７０％

２００－２９９ ５２ １１．７１％ １，１５１ １２．６８％

３００－３９９ ３２ ７．２１％ ７７５ ８．５４％

４００－４９９ １０ ２．２５％ ３５０ ３．８６％

５００－ ８ １．８０％ ４８１ ５．３０％

総 計 ４４４ １００．００％ ９，０７７ １００．００％

表２ 現在の収益状況に関する回答状況

度数 パーセント 有効パーセント

有効回答 ＋５％以上
＋２％超～＋５％未満
－２％以上＋２％以下
－２％より低く－５％未満
－５％以下
合計

欠損値
合計

１０５
１６９
１１５
２３
２１
４３３
１５
４４８

２３．４
３７．７
２５．７
５．１
４．７
９６．７
３．３
１００．０

２４．２
３９．０
２６．６
５．３
４．８
１００．０
―
―

表１ 回答施設の病床規模分布と医療施設調査の病床規模分布
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全体の１４．８％，③「市」は２６０施設で全体の５８．２％，④「町」は５０施設で全

体の１１．２％，⑤「村」が２施設で全体の０．４％となっている。従って，「町」

「村」に立地する施設は全体の１割程度であり，民間病院自体が都市部での立

地が多いこともあり，回答病院が都市部に偏っていると考えられる。

回答病院の病床規模，収益状況，立地について見てみると，わが国の民間病

院全体と大きな乖離は認められず，回答率の低さに留意が必要であるものの，

一定の代表性を有していると考えられる。

３． 競争形態の認識と経営戦略

（１） 規制撤廃による競争環境の変化

もし病床規制が完全に撤廃され，二次医療圏への新規参入が自由になった場

合を仮想的に想定し，競争環境がどのように変化するかを質問した。まず，回

答病院が立地している二次医療圏において，回答病院の経営者が病床過剰と判

断しているかを調査した。その結果，病床が過剰であると考えている割合は，

３１．２％と約３分の１であった。病床が不足していると判断した場合は２８．４％

で，残りの約４割が丁度良い病床数であると考えていた。

次に，回答病院が立地している二次医療圏において，病床規制が解除された

場合に，どのような競争環境の変化が起こるかを質問した。その結果，マスコ

ミなどで喧伝されているような他産業からの新規参入については３０．１％で，

むしろ近隣の二次医療圏に立地する病院が参入してくるとの回答が３３．３％と

少し多い結果となった。この結果は，地域で有力な病院が，経営が悪化した近

隣病院を買収している実態に則したものであると考えられる。一方で，病床規

制を解除しても，「現状の厳しい競争環境は変化しない」「厳しい競争はなく現

状維持」が合せて３０．６％であった。

表３ 立地している地域に関する回答状況

度数 パーセント 有効パーセント

有効回答 政令指定都市
県庁所在地
市
町
村
合計

欠損値
合計

６９
６６
２６０
５０
２
４４７
１
４４８

１５．４
１４．７
５８．０
１１．２
０．４
９９．８
０．２
１００．０

１５．４
１４．８
５８．２
１１．２
０．４
１００．０
―
―
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（２） 品質競争か価格競争か

同じ２次医療圏に新規参入があり，病院同士の競争が激化した場合に，どの

ような競争形態になるかについて質問を行った。医療経済学では，競争形態に

は大きく分けて「価格競争」と「非価格（品質）競争」があると考えられている。

品質については，手術の生存率や寿命の伸長などの「アウトカム (outcome)」

と病室の快適さや説明の丁寧さなどの「アメニティ (amenity)」に分けられて

いる。回答結果としては，①治療結果などの「アウトカム」が２１０施設で全体

の４６．９％，②快適な病床などの「アメニティ」が１５８施設で全体の３５．３％，

③患者の窓口負担（自己負担額）が低いなどの「価格」が６７施設で１５．０％，

④その他が１３施設で全体の２．９％，であった。従って，規制撤廃により価格

競争が激化するとの意見は全体の１５％で，全体の８割以上はいわゆる非価格

（品質）競争の激化を予想している。尚，品質のなかでは，「アウトカム」と

「アメニティ」は６：４の割合となっていた。

表４ 立地している２次医療圏の経営者の病床過不足感

度数 パーセント 有効パーセント

有効回答 過剰感
丁度良い
不足感
特定機能不足感
合計

欠損値
合計

１３８
１７９
７４
５２
４４３
５
４４８

３０．８
４０．０
１６．５
１１．６
９８．９
１．１
１００．０

３１．２
４０．４
１６．７
１１．７
１００．０

表５ 病床規制撤廃による競争環境の変化

度数 パーセント 有効パーセント

有効回答 他産業からも参入
近隣病院が参入
厳しい競争は変化しない
競争はなく現状維持
廃院・減床で競争緩和
その他
合計

欠損値
合計

１３４
１４８
８３
５３
１５
１２
４４５
３
４４８

２９．９
３３．０
１８．５
１１．８
３．３
２．７
９９．３
０．７
１００．０

３０．１
３３．３
１８．７
１１．９
３．４
２．７
１００．０
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（３） 競争激化の場合の具体的な対応策

仮に規制撤廃によって競合病院が増加した場合に「効果が高い」経営戦略と

して，８つの選択肢から効果が高い順に３つを選択してもらった。但し，実際

に効果が高い戦略を選択できるかどうかについては，考慮していない。

選択肢には「品質競争（特に，アウトカム）」で重要と思われる，①最新の

診断装置や医療機器の導入，②技術の高い専門医などの確保，を挙げた。次に

「品質競争（特に，アメニティ）」の向上に重要と思われる選択肢として，③患

者の利便性向上，④立派な病院などへの投資，⑤医師等の接遇・マナーの向上

を挙げた。更に，「価格競争」の手段としては，⑥室料差額などの特定療養費

の価格を下げる，⑦ジェネリック使用や検査回数等の見直しで自己負担を抑え

る，を挙げた。最後に，以上の選択肢の全てに該当しない場合に備えて，⑧そ

の他を加えた。

回答結果は，効果が最も高い経営戦略の第一位としては，②技術の高い専門

医などの確保が２０９施設で全体の４６．７％と群を抜いて多かった。次の第二位

としては，③患者の利便性向上，⑤医師等の接遇・マナーの向上がほぼ同じ割

合であった（前者が１０２施設で全体の割合が２２．８％，後者が１１６施設で全体

の割合が２５．９％）。最後に第三位としては，第二位で挙げた③・⑤に加えて，

④立派な病院などへの投資，⑦ジェネリック使用や検査回数等の見直しで自己

負担を抑える，が増加している。このように効果の高い競争激化への対応策も

品質（特にアウトカム）向上を行うものが多く，競争形態に関する先の質問と

整合的であった。

但し，病院は資源制約の下にあり，必ずしも効果的な戦略を選択できるとは

限らない。次の質問では，「実際に実施する可能性が高い」経営戦略として，

同じ８つの選択肢から実施する可能性が高い順に３つを選択してもらった。こ

の質問は前問と異なり，実際に戦略を選択できるかどうかを考慮している。

表６ 病床規制撤廃による競争激化の場合の競争形態

度数 パーセント 有効パーセント

回答 「品質」
「アメニティ」
「価格」
その他
合計

２１０
１５８
６７
１３
４４８

４６．９
３５．３
１５．０
２．９
１００．０

４６．９
３５．３
１５．０
２．９
１００．０
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回答結果は，効果が最も高い経営戦略の第一位としては，②技術の高い専門

医などの確保が１６１施設で全体の３６．２％と効果的な戦略を聞いた場合に比し

て１０．５７％減少していた。一方で③患者の利便性向上は７．９％増加し２０．２％，

⑤医師等の接遇・マナーの向上は５．１％増加して２４．８％であった。実際には

優秀な医師を選抜して雇用することは困難なため，まず実施可能なアメニティ

に関する競争戦略を選択したものと思われる。第二位では，先の効果が高い競

争戦略と同様に，③・⑤の割合が高かった。最後に第三位としては，第二位で

挙げた③に加えて，⑦ジェネリック使用や検査回数等の見直しで自己負担を抑

える，が増加している。実際に実施可能性の高い競争戦略としては，非価格

（品質）競争のアメニティに関する割合が高くなる傾向が確認された。

４． 急性期病院と慢性期病院との競争戦略の違い

（１） 非価格競争か価格競争か

これまでのアンケート調査の集計結果は，病院が急性期か慢性期かによって

表７ 競争激化の場合の効果が高い競争戦略

効果一位 ％ 効果二位 ％ 効果三位 ％

①
②
③
④
⑤
⑥
⑦
⑧
合計

４１
２０９
５５
２８
８６
５
９
１５
４４８

９．２
４６．７
１２．３
６．３
１９．２
１．１
２．０
３．３
１００．０

４３
７９
１０２
５７
１１６
１１
３２
８
４４８

９．６
１７．６
２２．８
１２．７
２５．９
２．５
７．１
１．８
１００．０

４７
３１
１００
６７
８７
１９
７９
５
４３５

１０．８
７．１
２３．０
１５．４
２０．０
４．４
１８．２
１．１
１００．０

表８ 競争激化の場合の実施可能性が高い競争戦略

可能第一位 ％ 可能第二位 ％ 可能第三位 ％

①
②
③
④
⑤
⑥
⑦
⑧
合計

１９
１６１
９０
３２
１１１
８
１０
１４
４４５

４．３
３６．２
２０．２
７．２
２４．９
１．８
２．２
３．１
１００．０

３４
５９
１０９
４５
１２９
１４
４５
１３
４３５

７．６
１３．２
２４．３
１０．０
２８．８
３．１
１０．０
２．９
１００．０

４１
５８
８４
５８
７９
２３
８１
４
４２８

９．６
２３．１
４２．８
５６．３
７４．８
８０．１
９９．１
１００．０
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状況が異なることが予想されるため，別途クロス集計を実施した。許可病床全

体に占める療養病床の割合を計算し，それぞれ４分位毎に分割した。この場合

には，「０％～２５％」は保有するほとんどの病床が一般病床であり，７６％～１００

％は保有する病床のほとんどが療養病床となる。従って，当該割合が低いほど

急性期医療が中心で，当該割合が高いほど慢性期医療が中心になっていると考

えられる。この療養病床割合と競争形態に関する質問のクロス表を見てみると，

急性期中心と思われる「０％～２５％」では「アウトカム（治療結果）」が５２％

と最も多く，次に「アメニティ」が３５％であり，品質競争を想定している病

院が全体の９割に達している。一方で，慢性期医療が中心と想定される「７６％

～１００％」においては，「アメニティ」が最も多く４３％で，次に「アウトカム

（治療結果）」が２９％と順位が逆転している。また，「価格」による競争を想定

している割合が全体（１５％）に比して１０％も増加し，４分の１に達している。

この結果からは，急性期病院と慢性期病院では，病床規制撤廃後に想定して

いる競争形態が大きく異なることが示唆される。特に，慢性期病院では「アメ

ニティ」に重要性を置きつつ，患者の自己負担部分を低く抑えることが重要と

考えていると推測される。

（２） 競争激化の場合の具体的な対応策

最も効果が高いと考えられている競争戦略と先の療養病床割合の関係を見

てみると，療養割合が「０％～２５％」の急性期中心と思われる病院では，②技

表９ 療養病床の割合と規制撤廃後の競争形態

治療結果 アメニティ 価格 その他 総計

０％―２５％ １０１ ６８ １８ ６ １９３

５２％ ３５％ ９％ ３％ １００％

２６％―５０％ ３４ ２５ １５ ３ ７７

４４％ ３２％ １９％ ４％ １００％

５１％―７５％ ４２ ２０ ７ ６９

６１％ ２９％ １０％ ０％ １００％

７６％―１００ ３０ ４５ ２６ ４ １０５

２９％ ４３％ ２５％ ４％ １００％

欠損値 ３ １ ４

７５％ ０％ ２５％ ０％ １００％

合計 ２１０ １５８ ６７ １３ ４４８

４７％ ３５％ １５％ ３％ １００％
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術の高い専門医などの確保が全体の割合よりやや高めであった（全体は４７％

に対して急性期中心では５５％）。一方，療養病床割合が「７６％～１００％」の慢

性期中心と思われる病院の場合には，④立派な病院などへの投資（全体６％→

慢性期中心１３％），⑤医師等の接遇・マナーの向上（全体１９％→慢性期中心

３０％），の割合が高くなっていた。これはそれぞれの医療サービスの特性に沿

っており，合理性のある結果となった。

５． 規制撤廃の場合の投資意欲

（１） 規制が撤廃された場合の病床投資の予定

① 今後５年間の病床投資の予定

更に，病床規制が撤廃された場合にどの程度病床投資が増加するかについて

の質問を設けた。具体的には，基本ケースとして今後５年間の病床投資の予定

を質問し，続けて病床規制が緩和された場合に基本ケースにどのような変化が

あるかを見てみる。ここで注目されるのは，病床規制が維持された場合には現

状維持であるが，病床規制が撤廃された場合には増床（或いは減床）を行う病

院の特性である。更に，病床規制に経済的利得（レント）があると考えている

かについても質問し，長期的な投資動向に関する情報を得る。

まず，病床規制が維持されている場合に，今後５年間に病床数を変化させる

かについての有効回答は，①一部増床又は新規病院を建設するが５３施設で

表１０ 療養病床割合と第一位で効果が高い競争戦略

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ 総計

０％―２５％ １７ １０７ ２５ １０ ２３ １ ６ ４ １９３

９％ ５５％ １３％ ５％ １２％ １％ ３％ ２％ １００％

２６％―５０％ ７ ３９ ８ ２ １３ １ ２ ５ ７７

９％ ５１％ １０％ ３％ １７％ １％ ３％ ６％ １００％

５１％―７５％ ８ ３３ ９ ２ １５ ２ ６９

１２％ ４８％ １３％ ３％ ２２％ ０％ ０％ ３％ １００％

７６％―１００ ９ ２９ １３ １４ ３２ ３ １ ４ １０５

９％ ２８％ １２％ １３％ ３０％ ３％ １％ ４％ １００％

欠損値 １ ３ ４

０％ ２５％ ０％ ０％ ７５％ ０％ ０％ ０％ １００％

合計 ４１ ２０９ ５５ ２８ ８６ ５ ９ １５ ４４８

９％ ４７％ １２％ ６％ １９％ １％ ２％ ３％ １００％
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１１．９％，②現状の病床数を維持する（変更の予定はない）が３１１施設で６９．９

％，③不稼動病床を返上するが９施設で２．０％，④病床区分を変更するが４４

施設で９．９％，⑤一部減床するが１１施設で２．５％，⑥大幅に減床又は診療所化

するが３施設で０．７％，⑦病院自体を廃止するが２施設で０．２％，⑧その他が

１２施設で２．７％となった。全体の７割が現状維持で，１割が増床，１割が病床

区分変更を予定していた。不稼動病床を返上，一部減床するとの回答は，予想

に反して極めて少なかった。

② 規制撤廃の場合の病床投資の予定

続けて，病床規制が撤廃された場合に，今後５年間に病床数を変化させるか

表１１ 規制が現状のままの場合の病床投資の予定

度数 パーセント 有効パーセント

有効回答 増床
現状維持
不稼動返上
区分変更
減床
診療所化
病院廃止
その他
合計

欠損値
合計

５３
３１１
９
４４
１１
３
２
１２
４４５
３
４４８

１１．８
６９．４
２．０
９．８
２．５
０．７
０．４
２．７
９９．３
０．７
１００．０

１１．９
６９．９
２．０
９．９
２．５
０．７
０．４
２．７
１００．０

表１２ 規制が撤廃された場合の病床投資の予定

度数 パーセント 有効パーセント

有効回答 増床
現状維持
不稼動返上
区分変更
減床
診療所化
病院廃止
その他
合計

欠損値
合計

１２５
２３７
９
３５
１５
３
１
２０
４４５
３
４４８

２７．９
５２．９
２．０
７．８
３．３
０．７
０．２
４．５
９９．３
０．７
１００．０

２８．１
５３．３
２．０
７．９
３．４
０．７
０．２
４．５
１００．０

出所） SPSS 分析結果より筆者作成
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についての設問に対する有効回答は①一部増床又は新規病院を建設するが１２５

施設で全体の２８．１％と前の質問に比して１６．２％も増加した。次の，②現状の

病床数を維持する（変更の予定はない）が２３７施設で５３．３％，③不稼動病床

を返上するが９施設で２．０％，④病床区分を変更するが３５施設で７．９％，⑤一

部減床するが１５施設で３．４％，⑥大幅に減床又は診療所化するが３施設で０．７

％，⑦病院自体を廃止するが２施設で０．２％，⑧その他が２０施設で４．５％と

なった。病床を増加させるとの回答が全体の約３割に達し，６９施設が増床に

転換すると回答している。

③ 規制撤廃により病床維持から増床に変更した病院の特性

病床規制撤廃により増床を行う病院は６９施設で全体の１５．５％を占めている。

一方で，規制撤廃により一部減床を実施する病院はわずか５施設で，大幅減床

及び病院廃止を行う病院はなかった。従って，病床規制解除による増床の可能

性は一定割合存在していると考えられる。

表１３ 病床投資の予定と規制が撤廃された場合のクロス表

規制撤廃の場合の病床投資

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ 合計

５
年
後
投
資
予
定

１ 度数
％

４４
９．９％

６
１．３％

０
０．０％

１
０．２％

０
０．０％

０
０．０％

０
０．０％

２
０．４％

５３
１１．９％

２ 度数
％

６９
１５．５％

２１９
４９．２％

２
０．４％

８
１．８％

５
１．１％

０
０．０％

０
０．０％

８
１．８％

３１１
６９．９％

３ 度数
％

０
０．０％

１
０．２％

６
１．３％

１
０．２％

１
０．２％

０
０．０％

０
０．０％

０
０．０％

９
２．０％

４ 度数
％

１０
２．２％

７
１．６％

１
０．２％

２４
５．４％

１
０．２％

０
０．０％

０
０．０％

１
０．２％

４４
９．９％

５ 度数
％

０
０．０％

２
０．４％

０
０．０％

１
０．２％

８
１．８％

０
０．０％

０
０．０％

０
０．０％

１１
２．５％

６ 度数
％

０
０．０％

０
０．０％

０
０．０％

０
０．０％

０
０．０％

３
０．７％

０
０．０％

０
０．０％

３
０．７％

７ 度数
％

１
０．２％

０
０．０％

０
０．０％

０
０．０％

０
０．０％

０
０．０％

１
０．２％

０
０．０％

２
０．４％

８ 度数
％

１
０．２％

２
０．４％

０
０．０％

０
０．０％

０
０．０％

０
０．０％

０
０．０％

９
２．０％

１２
２．７％

合計 度数
％

１２５
２８．１％

２３７
５３．３％

９
２．０％

３５
７．９％

１５
３．４％

３
０．７％

１
０．２％

２０
４．５％

４４５
１００．０％
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規制撤廃により増床に転ずる６９施設のみについて療養病床割合と病院立地

のクロス表を作成した。併せて比較のために，全施設の回答割合を付加すると

ともに，６９施設が全施設の回答割合と同じ分布であった場合の期待値を括弧

書きで挿入した。

当該６９病院について縦軸の療養病床割合を見ると，全施設に比して「５１％

～７５％」というやや慢性期よりの病院が多いことがわかる。また，横軸の病院

立地を見ると，全施設に比して政令指定都市の割合が高いことがわかる。この

２軸について，全施設と同じ分布であった場合の期待値と実際の施設数を比較

すると，以下の２点が示唆される。第一に，やや慢性期よりの病院については，

立地にかかわらず増床する病院の割合が多いことである。第二に，大都市の政

表１４ 病床規制廃止により増床する６９病院の特性

政令指定 県庁所在 市 町 村 欠損値 合計 全サンプル

０％―２５％ ８ ４ １２ １ ０ ０ ２５ １９３

（期待値） （４．６） ３６％ ４３％

２６％―５０％ ０ ２ ８ ０ ０ １ １１ ７７

（期待値） （１．８） １６％ １７％

５１％―７５％ ５ １ １１ ４ １ ０ ２２ ６９

（期待値） （１．６） （１．６） （６．３） （１．２） （０） （０） ３２％ １６％

７６％―１００％ １ ０ １０ ０ ０ ０ １１ １０５

（期待値） （２．５） １６％ ２４％

合 計 １４ ７ ４１ ５ １ １ ６９ ４４４

２０％ １０％ ５９％ ７％ １％ １％ １００％ １００％

全サンプル ６８ ６５ ２５９ ４９ ２ ４４４

１５％ １５％ ５８％ １１％ ０％ １００％

表１５ 病床枠の経済的価値に対する実感

度数 パーセント 有効パーセント

有効回答 経済的価値あり
価値なしだが事業継承に必要
価値なしだが拡張・統合に必要
価値なし
その他
合計

欠損値
合計

１９４
８４
９０
７０
６
４４４
４
４４８

４３．３
１８．８
２０．１
１５．６
１．３
９９．１
０．９
１００．０

４３．７
１８．９
２０．３
１５．８
１．４
１００．０
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令指定都市においてのみ急性期中心の病院の割合が高いことである。この事か

らは，病床規制を変更する際には，慢性期中心の病院は全国で増床する可能性

があり，量的規制の解除は慎重に検討することが必要であると考えられる。一

方，急性期病院については大都市においてのみ増床する可能性が伺われる。

（２） 病床枠に経済的価値があるかの意識

本アンケートでは，病床枠に経済的なレント (economic rent) が発生してい

るかに関する質問も併せて行っている。具体的には，病床枠に①かなりの経済

的価値がある，②価値はないが事業継承に必要，③価値はないが拡張や統合時

に必要，④経済的価値はない，⑤その他の選択肢を提示した。

有効回答のうち，①かなりの経済的価値があるは，１９４施設で全体の４３．７％，

②価値はないが事業継承に必要は８４施設で全体の１８．９％，③価値はないが拡

張や統合時に必要は９０施設で全体の２０．３％，④経済的価値はないが７０施設

で１５．８％，⑤その他は６施設で全体の１．４％であった。大まかに病床枠に価

値があるかないかで見ると，有る（①）４３．７％に対して，無い（②～④）は

５５．０％とほぼ同じ割合となった。注目すべきは，無しの回答のなかでは，「事

業継承のため」や「拡張・統合のため」に病床枠の確保が必要であるとの意見

がそれぞれ２割づつあった点である。従って，両者を合わせた４割は，病床規

制が撤廃されれば病床枠を確保する必要がなくなるため，現状の病床数を減少

させる可能性があると考えられる。

この結果は，先の病床規制撤廃による増床圧力があるという結果と一見矛盾

するように見える。しかし，この２つの結果を合わせると，増床意向のある病

院は投資計画等で今後５年間程度で具体的に考えており，短期的に実施する可

能性が高いが，減床する場合には病床保有に対するディスインセンティブが特

にないため，病床廃止を急ぐ必要はなく，患者数の動向などを見ながら長期的

に病床数の調整が進むと想定される。

�． まとめ

１． わが国の病院市場における競争形態は主に非価格（品質）競争である

病床規制の解除により競合病院が増加した場合の対応については，約８割の

回答病院が「アウトカム」および「アメニティ」の非価格競争になると回答し，
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「価格」競争よりも「品質」競争が実施されることが示唆された。

２． 急性期病院と慢性期病院では非価格競争の形態が異なる

療養病床割合を用いて，病院を急性期中心と慢性期中心に分類すると，急性

期ではより「アウトカム」を重視し，慢性期ではより「アメニティ」を重視す

ることも確認できた。更に，慢性期では急性期ではほとんど見られなかった

「価格」競争の要素も見られた。この事は，提供されるサービスの特性からは

自明であるが，医療制度の目的が国民の健康水準の向上にあるとすると，急性

期病院の「アウトカム」を慢性期病床の「アメニティ」よりも重視すべきと考

える。また，慢性期病院のアメニティ部分をどの程度公的に保障するかについ

て，慎重な議論が必要であると考える。

３． 病床規制を解除した場合には慢性期病床の増床の可能性

仮想的に規制解除をした場合の病床投資に関する回答結果からは，急性期に

比して慢性期病院の増床圧力が強いことが示唆された。一方，急性期において

は，大都市を除いては増床投資の傾向は比較的小さかった。これは，慢性期病

床に対する公的介護施設からの代替需要（本来であれば公的介護施設に入所す

べき高齢者が介護目的で入院する）が重度の要介護者を中心に存在することや，

急性期病床においては DPC 導入後に在院日数の短縮化が進んでいることが影

響を及ぼしていると考えられる。従って，急性期病院については，病床規制を

撤廃しても増床投資の可能性が低く，かつ急性期疾患に対する誘発需要の可能

性が慢性期医療に比して低いと考えられることから，無駄な病床投資や入院の

増加はある程度防止できる可能性が示唆された。

４． 病床枠に対するレント発生の可能性

病床枠の経済的価値に関する回答結果からは，約４割の病院が病床枠にかな

りの経済的価値があると回答している。これは，病床枠に対するレント発生の

可能性を伺わせる。また，それぞれ２割づつ「事業継承のため」「事業拡張や

病院統合のため」に必要との回答があり，病床規制の下で病床枠を確保する理

由になっている可能性が示唆された。従って病床規制が存在する限り，病床枠

を保持する経済的及び非経済的誘因が存在すると考えられる。
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５． なぜ病床削減政策は効果が限定されるのか

上記３．及び４．の結果を合わせると，政府が病床削減政策を実施しようとし

ても，慢性期病床を中心に代替需要が見込めるため，削減するよりもむしろ増

床意向が強いと考えられる。更に，病床規制の下で民間病院の経営者は，病床

枠に経済的レントがあると考えていたり，事業継承や将来の増床のために病床

枠を保持する必要があると考えているため，政府の削減政策に反しても病床を

保持したいと考えることがわかった。

従って，政府が都道府県に削減計画を指示したり，将来的な病床の必要数の

推計を行っても，むしろ代替需要や経済的レントに対する対策を取らない限り，

民間病院の経営者が病床削減を実施する可能性は低いと考えられる。

６． 本研究の限界と今後の課題

当該アンケート調査においては，回答率が１４．９％と同種の調査としては遜

色がないものの，収集データの信頼性を確保するには問題があるとも考えられ

る。アンケートの質問の多くが将来を想定した仮想的な内容であるため，大半

の病院回答は困難であったことが大きな原因のひとつと考えられる。従って，

回答サンプルは長期的な経営戦略を策定している病院に偏っている可能性があ

る。但し，病院の規制対応においては，規制対応が迅速であるリーダーとその

動向を見て同じ行動を取るフォローワーに分かれると考えると，今次アンケー

トはリーダーとなりやすい病院のサンプルの可能性が高く，想定されるサンプ

ルバイアスは深刻なものではないと考えられる。しかし，大規模及び公的病院

も含んだアンケート調査により更に信頼性の高い調査を行う必要性は依然とし

て残っている。

以 上
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特に，当時の金融バブル崩壊後の銀行経営について論じた省内会議の帰りに，エレベーター

の中で「結局，バブルで銀行の審査能力が落ちたことが問題なんだね」と村本先生に伺ったこ

とは，今でも鮮明に記憶している。この言葉は，その後筆者が銀行員から研究者に転職したり，

大学を移った際にも常に心に持っている言葉である。
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２００５年１０月５日

規制変化への病院の対応に関するアンケート調査

（学）国際医療福祉大学 医療経営管理学科 河口洋行

調査受託機関 （株）明治安田生活福祉研究所

病院経営はこれまでにない，外部環境の変化に直面しており，今後の規制変化への対応

は大変重要な経営課題とされております。特に，現在議論されております「病床規制の見

直し」については，地域医療の今後の姿に大きな影響を及ぼす可能性が予想されます。過

去にいわゆる「駆込み増床」が起きたことを見ても，政策を検討する際に，病院経営者の

意向を確認することが非常に重要であると考えます。

そこで，本研究では全国の病院経営者に，「仮に病床規制が緩和された場合にどのよう

な経営戦略を選択するか」を，アンケートにて調査することとなりました。このアンケー

ト結果は，学術論文として公表される予定です。また，アンケート調査にご協力頂いた病

院には，今後のご参考のために全国集計結果を送付させて頂きたく存じます。

尚，ご回答頂きました内容につきましては，個別の病院名は記号化しデータから特定で

きない形と致します。当該データは研究目的以外に使用することは一切ございません。

お忙しいところ恐縮ですが，本アンケート調査にご協力頂きますようお願い致します。

☆ご記入の際にご注意頂きたいことについて

（株）明治安田生活福祉研究所（担当；橋詰，樫部，松原）

ＴＥＬ：０３－３２８３－８３０３

お問い合わせ先（月～金 午前９時より午後５時の間でお願い致します）

E-mail hashizume@myilw.co.jp

住所 〒１００‐０００５

東京都千代田区丸の内２‐６‐２丸の内八重洲ビル２階

① 調査票には，２００５年１０月１日現在でのご記入をお願い致します。

② ご記入に際しては，黒または青のボールペンをご使用下さい。

③ 調査票は，同封致しました返信用封筒で１０月２４日（月）までにご返送下さい。

④ 調査結果をご希望の場合は調査票末尾の住所欄にご記入をお願い致します。

⑤ 分りにくい点，ご不明な点につきましては下記問い合わせ先にお願い致します。

社会イノベーション研究
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問１ 現在（２００５年１０月１日現在）の病床数をご記入下さい。

問２ 現在の収益の状況について，選択肢のなかから一つお選び下さい。

① 医業利益率が＋５％以上である

② 医業利益率が＋２％より高く，＋５％未満である

③ 医業利益率が－２％以上，＋２％以下である

④ 医業利益率が－２％より低く，－５％未満である

⑤ 医業利益率が－５％以下である

問３ 立地している地域について，選択肢のなかから一つお選び下さい。

① 政令指定都市又は東京２３区に立地している

② 県庁所在地（政令指定都市除く）に立地している

③ 行政区分としては，「市」に立地している

④ 行政区分としては，「町」に立地している

⑤ 行政区分としては，「村」に立地している

問４―１ 属している２次医療圏について，選択肢のなかから一つお選び下さい。

① 病床過剰地域である

② 病床不足地域である

③ 病床の過不足がない地域である

問４―２ 当該２次医療圏では，実際に過不足を感じますか（一つ選択）。

① 実感では，病床が過剰であると思う

② 実感では，丁度良い病床数と思う

③ 実感では，病床数は不足していると思う

④ 実感では，特定の機能を持った病床が不足していると思う

設問は全部で１０問ございます（想定回答時間 約１０分）

病床区分 許可病床数 稼動病床数

合計病床数 床 床

うち，一般病床 床 床

うち，療養病床（医療・介護保険） 床 床

うち，一般・療養以外の病床 床 床

解答欄

解答欄

解答欄

４―１

４―２

病床削減政策はなぜ困難なのか
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問５ 病床枠そのものに経済的価値があるとお考えですか（一つ選択）。

① 病床枠にはかなりの経済的価値がある

② 病床枠に大きな価値はないが，事業継承時に必要である

③ 病床枠に大きな価値はないが，拡張や統合のために確保したい

④ 病床枠には経済的価値はない

⑤ その他（ ）
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問６ 規制撤廃により，属する２次医療圏の環境は変化すると思いますか（一つ選択）。

① 他産業からの新規参入が相次ぐと思う（新病院の建設など）

② 近隣地域の病院が同じ医療圏に参入する又は増床すると思う

③ 既に競争は厳しく，これ以上激しくならない

④ 従来から競争は激しくなく，今後も変化しないであろう

⑤ 廃院・減床が増加し，競争は緩やかになるであろう

⑥ その他（ ）

問７ 規制撤廃により，競合する病院が同じ２次医療圏において増加した場合，どのよう

な競争となると思いますか（一つ選択）。

① 治療結果などの「品質」の競争となると思う

② 立派な病院や快適な病床などの「アメニティ」の競争となると思う

③ 患者の費用負担が低いなどの「価格」の競争となると思う

④ その他（ ）

問８―１ 仮に病院同士の競争が激化した場合に，貴院はどのような対応をしますか。

競争に勝つ上で効果が高い順に，選択肢からそれぞれ３つを選んで下さい。

① 最新の診断装置や医療機器を導入する

② 技術の高い専門医や看護師を確保する

③ 患者の利便性向上を行う（待ち時間の短縮や予約制の採用など）

④ 立派な病院や快適な病床などに投資する

⑤ 医師や看護師の接遇・マナーなどを向上させる

⑥ 室料差額などの特定療養費の価格を下げる

⑦ ジェネリック使用や検査回数等の見直しで患者負担を抑える

⑧ その他（ ）

解答欄

解答欄

解答欄

解答欄
（効果が高い順）

１位

２位

３位

社会イノベーション研究
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問８―２ 仮に病院同士の競争が激化した場合に，貴院はどのような対応をしますか。

実際に実施する可能性が高い順に，選択肢からそれぞれ３つを選んで下さい。

① 最新の診断装置や医療機器を導入する

② 技術の高い専門医や看護師を確保する

③ 患者の利便性向上を行う（待ち時間の短縮や予約制の採用など）

④ 立派な病院や快適な病床などに投資する

⑤ 医師や看護師の接遇・マナーなどを向上させる

⑥ 室料差額などの特定療養費の価格を下げる

⑦ ジェネリック使用や検査回数等の見直しで患者負担を抑える

⑧ その他（ ）
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問９ 今後５年間に病床投資を実施される予定がありますか。選択肢を一つ選び，投資前

後の病床数を下表にご記入下さい（病床規制が撤廃されない場合）。

① 一部増床又は新規病院を建設する

② 現状の病床数を維持する（変更の予定はない）

③ 不稼働病床を返上する

④ 病床区分を変更する

⑤ 一部減床する

⑥ 大幅に減床又は診療所化する

⑦ 病院自体を廃止する

⑧ その他（ ）

問１０ 仮に，病床規制が撤廃された場合には，今後５年以内に病床投資を実施されますか。

選択肢を一つ選び，変更前後の病床数を下表にご記入下さい（病床規制が撤廃された

場合）。

① 一部増床又は新規病院を建設する

② 現状の病床数を維持する（変更の予定はない）

③ 不稼働病床を返上する

④ 病床区分を変更する

⑤ 一部減床する

⑥ 大幅に減床又は診療所化する

⑦ 病院自体を廃止する

⑧ その他（ ）

解答欄
（効果が高い順）

１位

２位

３位

解答欄

病床区分 現在 ５年後

一般病床 床 床

療養病床 床 床

解答欄

病床区分 現在 ５年後

一般病床 床 床

療養病床 床 床

病床削減政策はなぜ困難なのか
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以上で，全ての設問が終了致しました。ご回答ありがとうございました。

アンケートに関する自由なご意見がございましたら下欄にお願い致します。

自由意見欄

また，集計結果の送付をご希望の場合には住所欄にご記入をお願い致します。

貴病院名：

病院住所：

社会イノベーション研究
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